
現代日本経済史講義  
第5回

 
1-3

 
都市化と不均衡成長、産業の組織化

2004年冬学期

武田晴人

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡：このマークが付してある著作物は、第三者が有する著作物ですので、同著作物の再使用、同著作物の二次的

著作物の創作等については、著作権者より直接使用許諾を得る必要があります。



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

３
 

都市化と不均衡成長、産業の組織化

1919.8
 

戦後ブーム開始

1920.1
 

国際連盟発足

.3  1920年恐慌

.10 第１回国勢調査

1921.6  三菱・川崎争議

.11 原敬首相暗殺

1922.2 ﾜｼﾝﾄﾝ軍縮条約

1923.9 関東大震災

日銀震災手形損出補償法

1924.1 第二次護憲運動

1925.3 男子普通選挙

.4 治安維持法

1927.3 金融恐慌

銀行法公布

1929.10
 

ﾆｭｰﾖｰｸ株大暴落



関東大震災
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

武田晴人「帝国主義と民本主義」p.171～173より

‡

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「あふれる避難者」

の写真を省略させていただきます。

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「上野広小路付近の火災」

の写真を省略させていただきます。



関東大震災
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

武田晴人「帝国主義と民本主義」p.171～173より

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「鎌倉の震災」

の写真を省略させていただきます。

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「地震直後の日比谷交差点」

の写真を省略させていただきます。



都市化と住宅開発 現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡
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図版：日本都市計画学会提供



田園調布の開発
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

武田晴人「帝国主義と民本主義」p.188 より

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「田園調布」

の写真を省略させていただきます。



文化住宅と宅地分譲

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda武田晴人「帝国主義と民本主義」P.187、P.190より

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「中廊下型住宅」

の写真を省略させていただきます。



文化住宅と同潤会アパート
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
武田晴人「帝国主義と民本主義」p.194、p.195 より

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「同潤会アパートの生活」

の写真を省略させていただきます。



家電製品の時代の幕開け

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda武田晴人「帝国主義と民本主義」p.166、p.167より



金融恐慌の発生
 

1927年

現代日本経済史2004
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著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

風刺画「過ぎし日のクライマックス」

の図版を省略させていただきます。
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再建金本位制下の世界
第一次世界大戦後の世界は、ドイツ賠償問題

 の未解決と、これに基づく国際通貨体制の再建
 の遅れによって不安定な状態を続けていた。

ドイツに課せられた多額の賠償は、ドーズ案に基
 づくアメリカの対ドイツ援助＝資本輸出によって、
 解決の糸口を見いだすが、それは、ヨーロッパの
 再建が短期的にはアメリカの資金散布によって、
 長期的にはドイツの貿易黒字によって本質的に

 は解決されることを意味した。
そのため、ドーズ案の成立によってようやく金本

 位制再建の道を見いだしたヨーロッパは1920年
 代半ばには、相対的な安定を実現するが、その
 「安定」は、ドイツを軸とする激しい国際競争の展
 開によって脅かされていた。
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不安定な国際環境



不均衡な世界経済
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

１９２０年代に大戦期に急成長したアメリカ経済は、「黄金の１
 ０年」を経験した。

Ｔ型フォードに代表される耐久消費財の普及を基礎に大衆消
 費社会的な状況を

生み出したからであった。

しかし、他方で敗戦国
ドイツだけでなく、欧州
諸国は経済的な困難に
直面していた。
社会主義の脅威と、
途上国の経済発展が
それぞれの国の経済運営を
困難にしていたからであった。

この画像およびファイルは、著作権の保護期間が満了しているため

 
パブリックドメインで提供されています。

写真：ウィキペディアより

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%91%E3%83%96%E3%83%AA%E3%83%83%E3%82%AF%E3%83%89%E3%83%A1%E3%82%A4%E3%83%B3
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総力戦の教訓
第一次世界大戦による総力戦の教訓

先進各国は
①戦時に対応できる自給的経済構造形成の必要
②社会主義革命の脅威の下での国内宥和政策

 の展開の必要
→農業保護政策の強化
失業問題を激化させる恐慌の回避
すなわち、「宥和政策の展開」を不可避とした。
結果的に、先進国が国内の問題を優先し、対外的

 な協調の余地を小さくする。
また、先進国の農業保護政策の展開は、カナダ、

 アルゼンチン、オーストラリアなど農産物輸出国の
 国際収支を圧迫し、農産物価格の低迷による「世

 界農業問題」を引き起こす。
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厳しい国際競争圧力と貿易構造

このような条件は、日本の国際環境から見ると、
 世界市場での激しい国際競争が展開し、日本の

 輸出貿易を制約するとともに、日本への強い輸
 入圧力となった。

世界の貿易単価指数は、20年代には低迷するな
 か低落傾向にあり、各国の物価水準が、アメリカ
 やイギリスで第一次大戦前の水準の150％程度

 であったのに対して、貿易単価は、125～130％と
 明らかに低かった。そのため、貿易財では価格

 が低迷したが、その点は、以下のような主要輸
 入品の単価の下落に表現されていた。
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表
 

輸入品価格の下落
 円／ピクル

鋼製品 銑鉄 小麦 砂糖 粗硫安

1913 4.48 2.35 4.39 6.90 8.61

1920 12.22 6.98 9.94 20.38 16.55

1921 11.32 4.85 6.41 13.96 8.34

1922 6.14 3.25 6.57 10.00 8.22

1923 5.96 3.03 6.43 10.82 10.28

1924 6.06 3.13 6.32 12.58 9.46

1925 6.19 3.16 9.13 11.82 9.78

1926 4.77 2.64 7.97 11.06 9.11

1927 4.66 2.66 6.94 10.80 7.86

1928 5.33 2.61 6.19 10.23 7.65

1929 5.55 2.34 5.80 8.21 7.58

1930 5.61 1.69 5.15 6.37 5.87

•ダンピング的

 な輸入圧力の

 展開
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貿易の地域別品目別構成
 

－1929年－

 
100万円、

先進地域 輸入 輸出

食料品 原料品 工業品 食料品 繊維品 その他製品

イギリス 鉄類

 

23
硫安

 

17
機械

 

34
毛織物

 

15

絹・人絹

 

10

大陸ヨーロッパ 鉄類

 

47
硫安

 

23
機械

 

31
毛織物

 

15

生糸

 

13
絹人絹織物

 

12

北アメリカ 小麦

 

50 綿花 276
石油

 

17
木材

 

72

機械

 

42
鉄類

 

37
自動車

 

32
鉛

 

12

ﾋﾞﾝ･ｶﾝﾂﾞﾒ

 

11 生糸 761
絹人絹織物

 

24
陶磁器

 

16

後進地域

中国 豆類

 

75 採油原料 26
油粕

 

73
石炭

 

34
鉱石

 

11
綿花

 

34

小麦粉

 

25
精糖

 

27
水産品

 

11

綿織物

 

165 紙類

 

20
石炭

 

12
機械

 

11

その他アジア 米

 

18
砂糖

 

30
生ゴム

 

33
鉱石

 

12
石油

 

17
綿花

 

231
木材

 

13

鉄類

 

16 絹人綿織物

 

48
メリヤス

 

17
綿糸

 

17
綿織物

 

190

石炭

 

10

その他 小麦

 

15 綿花

 

22
羊毛

 

99
綿織物他

 

68
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品目別貿易収支の推移
1910-14 1915-19 1920-24 1925-29 1930-34

合計 輸出 2,656 7,500 8,094 10,463 8,060
輸入 2,922 6,166 10,276 11,542 8,413
収支 -266 1,334 -2,182 -1,079 -353

食料品 輸出 284 717 531 763 665
輸入 368 633 1,320 1,636 875
収支 -84 84 -789 -873 -210

原料品 輸出 222 397 490 621 332
輸入 1,445 3,285 5,009 6,426 4,947
収支 -1,223 -2,888 -4,519 -5,805 -4,615

原料用製品 輸出 1,337 3,253 3,635 4,598 2,543
輸入 529 1,531 2,034 1,772 1,364
収支 808 1,722 1,601 2,826 1,179

全製品 輸出 783 2,967 3,332 4,312 4,302
輸入 561 671 1,835 1,634 1,156
収支 222 2,296 1,497 2,678 3,146

雑品 輸出 30 166 106 169 218
輸入 17 46 76 74 71
収支 13 120 30 95 147

武田晴人「国際環境」『1920年代の日本資本主義』より



貿易構造の特徴

依然として、対先進国では途上国的
 な貿易構造を持続している。

輸出の中心は繊維製品

しかし、このような構造は、先進国から
 の厳しいダンピング攻勢による重工

 業の低迷という要因に依っている。

そうした対外競争圧力が、構造変化
 を制約する条件となった。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
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品目別貿易収支の推移
1910-14 1915-19 1920-24 1925-29 1930-34

合計 収支 -266 1,334 -2,182 -1,079 -353
食料品 輸出 284 717 531 763 665

輸入 368 633 1,320 1,636 875
収支 -84 84 -789 -873 -210

原料品 輸出 222 397 490 621 332
輸入 1,445 3,285 5,009 6,426 4,947
収支 -1,223 -2,888 -4,519 -5,805 -4,615

原料用製品 輸出 1,337 3,253 3,635 4,598 2,543
輸入 529 1,531 2,034 1,772 1,364
収支 808 1,722 1,601 2,826 1,179

全製品 輸出 783 2,967 3,332 4,312 4,302
輸入 561 671 1,835 1,634 1,156
収支 222 2,296 1,497 2,678 3,146

雑品 輸出 30 166 106 169 218
輸入 17 46 76 74 71
収支 13 120 30 95 147

武田晴人「国際環境」『1920年代の日本資本主義』より



貿易構造の変化

１９２０年代前半と後半の差異

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

1910-14 1915-19 1920-24 1925-29 1930-34
合計 収支 -266 1,334 -2,182 -1,079 -353
食料品 輸出 284 717 531 763 665

輸入 368 633 1,320 1,636 875
収支 -84 84 -789 -873 -210

原料品 輸出 222 397 490 621 332
輸入 1,445 3,285 5,009 6,426 4,947
収支 -1,223 -2,888 -4,519 -5,805 -4,615

原料用製品 輸出 1,337 3,253 3,635 4,598 2,543
輸入 529 1,531 2,034 1,772 1,364
収支 808 1,722 1,601 2,826 1,179

全製品 輸出 783 2,967 3,332 4,312 4,302
輸入 561 671 1,835 1,634 1,156
収支 222 2,296 1,497 2,678 3,146

雑品 輸出 30 166 106 169 218
輸入 17 46 76 74 71
収支 13 120 30 95 147

２０年代前半は、
①食料品の赤字と原料

 品の赤字を製品輸出が
 カバーできなかったが、

２０年代後半には、
②全体の赤字はほぼ食

 料品の赤字で説明され、
 工業生産に関わる原料

 の輸入と製品の輸出は
 バランスする傾向が顕著。



物価の国際比較
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

激しいダンピング
 による重工業品価

 格の低落にもか
 かわらず、物価水

 準は国際的に見
 ると割高であった。

その理由は国内
 の財政金融政策

 が拡張的だったか
 ら。

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」

 

東京大学出版会

 

p.109より

‡
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需要の構成変化
個人消費 政府経常 粗固定資本形成 輸出・海外 輸入・海外 国民総支

支出 支出 からの所 への所得 出

小計 民間 政府 得

1915 3,616 366 793 540 254 1,004 788 7,361

1920 11,326 1,085 3,596 2,566 1,035 2,984 3,095 25,687

1925 12,740 1,073 2,704 1,592 1,119 3,272 3,524 26,024

1930 10,850 1,452 2,322 1,329 1,010 2,486 2,439 21,888

1935 12,668 2,117 3,346 2,006 1,354 4,158 3,991 29,640

構成比

1915 49.1 5.0 10.8 7.3 3.5 13.6 10.7 100.0

1920 44.1 4.2 14.0 10.0 4.0 11.6 12.0 100.0

1925 49.0 4.1 10.4 6.1 4.3 12.6 13.5 100.0

1930 49.6 6.6 10.6 6.1 4.6 11.4 11.1 100.0

1935 42.7 7.1 11.3 6.8 4.6 14.0 13.5 100.0

増減

15-20 7,710 719 2,803 2,026 781 1,980 2,307 18,326

20-25 1,414 -12 -892 84 288 429 337-974

25-30 379 -382 -109 -786 -1,085 -4,136-1,890 -263

30-35 1,818 665 1,024 677 344 1,672 1,552 7,752

寄与率

15-20 42.1 3.9 15.3 11.1 4.3 10.8 12.6 100.0

20-25 -3.6 -264.7 -289.0 85.5 127.3 100.0419.6 24.9

25-30 45.7 -9.2 9.2 6.4 2.6 19.0 26.2 100.0

30-35 23.5 8.6 13.2 8.7 4.4 21.6 20.0 100.0

１－３－３
 

財政構造の拡張的な性格



需要の構成変化
個人消費 政府経常 粗固定資本形成 輸出・海外 輸入・海外 国民総支

支出 支出 からの所 への所得 出

小計 民間 政府 得

1915 3,616 366 793 540 254 1,004 788 7,361

1920 11,326 1,085 3,596 2,566 1,035 2,984 3,095 25,687

1925 12,740 1,073 2,704 1,592 1,119 3,272 3,524 26,024

1930 10,850 1,452 2,322 1,329 1,010 2,486 2,439 21,888

1935 12,668 2,117 3,346 2,006 1,354 4,158 3,991 29,640

構成比

1915 49.1 5.0 10.8 7.3 3.5 13.6 10.7 100.0

1920 44.1 4.2 14.0 10.0 4.0 11.6 12.0 100.0

1925 49.0 4.1 10.4 6.1 4.3 12.6 13.5 100.0

1930 49.6 6.6 10.6 6.1 4.6 11.4 11.1 100.0

1935 42.7 7.1 11.3 6.8 4.6 14.0 13.5 100.0

増減

15-20 7,710 719 2,803 2,026 781 1,980 2,307 18,326

20-25 1,414 -12 -892 84 288 429 337-974

25-30 379 -382 -109 -786 -1,085 -4,136-1,890 -263

30-35 1,818 665 1,024 677 344 1,672 1,552 7,752

寄与率

15-20 42.1 3.9 15.3 11.1 4.3 10.8 12.6 100.0

20-25 -3.6 -264.7 -289.0 85.5 127.3 100.0419.6 24.9

25-30 45.7 -9.2 9.2 6.4 2.6 19.0 26.2 100.0

30-35 23.5 8.6 13.2 8.7 4.4 21.6 20.0 100.0

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

需要構成の特徴

①民間設備投資の低迷
②輸出依存度の低下

に対して、
③個人消費の拡大と
④政府支出の増加が
景気を下支えする。



租税等 専売益金 官業収入 公債収入 前年度繰越金

一般会計歳入内訳

総額単位･千

0

0.5

1

1.5

2

2.5

1915-17 1918ｰ20 1921ｰ23 1924-26 1927-28 1929-31 1932-33 1934-35

405
712

916 978 992 893 792
96271

96

128
156 175

189
179

196

137

193

218
265 298

291
303

78

7

34

38
70

109
86

706 710

145

483

625
524 388

106

74 80

104

245

148 92 74

86

134 226

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

一般会計歳入の推移
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租税等 専売益金 官業収入 公債収入 前年度繰越金

一般会計歳入内訳

構成比

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1915-17 1918ｰ20 1921ｰ23 1924-26 1927-28 1929-31 1932-33 1934-35

46.6
40.4 44.2 46.9 48.7 54.1

36.2
42.7

8.2

5.4
6.2

7.5 8.6

11.4

8.2

8.7

15.8

11.0
10.5

12.7
14.6

17.6

13.8 3.5

0.8

1.9
1.8

3.3
5.4

5.2

32.3
31.5

16.6

27.4
30.1

25.1
19.0

6.4 3.4
3.6

11.9 13.9
7.1 4.4 3.6 5.2 6.1 10.0

歳入構成比
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Haruhito Takeda軍事・植民 行政 産業関係 社会教育関係 公債

政策目的別平均財政支出
単位･千

0

1

2

3

4

5

6

1915-17 1918ｰ20 1921ｰ23 1924-26 1927-28 1929-31 1932-33 1934-35

533
1,170 1,138 908 1,035 1,016

1,379
1,725

188

348 515
510

630 586
596

638

292

780
1,146 1,339

1,485
1,194

1,483
1,507

132

292

493 592

697
639

627

684

164

163

213 401

698

601

1,078

1,064

歳出の増加



財政構造の拡張的な性格
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

①歳入は、剰余金を繰り入れても停滞状態であったにも
 かかわらず、

②歳出は大戦期を上回る高い水準となり、なお、増大傾
 向にあった。

その結果、大戦期に蓄積された巨額の財政剰余金が食
 いつぶされる。

いいかえると、２０年代には財政剰余金が拡張的な政
 策を可能にする条件であった。

金融政策は、２０年恐慌、関東大震災とつづく激動の中
 で企業への救済融資がつづき、通貨供給は収縮しな

 かった。→物価の割高

しかし、政府支出の増加は、景気の下支えし、都市化を
可能にする条件となる。



軍縮の時代
現代日本経済史2004

戦前の日本の中で1920年代は例外的な軍事費比
 率の低い時代

→都市化に対応した社会資本投資拡大の余地

武田晴人「帝国主義と民本主義」p.148

‡



景気の動向
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

全般的な投資の低迷（事業
 計画の少なさ）により、株価
 は低迷し、低落傾向。

金利は、１９２７年まで高金
 利状態を脱していない。

→「不況感」の強い時代

武田晴人「恐慌」、1920年代研究会編「一九二〇年代の日本資本主義」

‡



企業の新設・
 増資と解散・
 減資

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」

 

東京大学出版会

 

p.109より

‡



1-3-4  産業・貿易構造の変化－不均衡な成長
 

－
産業構成の変化－工場統計による主要製品別生産額－

 

100万円

1914 1919 1929

綿糸 204 生糸 780 生糸 795

生糸 158 綿糸 763 鉄道 750

鉄道 152 小幅織物 453 綿糸 678

軍工廠 149 石炭 442 電力 658

小幅織物 92 鉄道 401 広幅織物 526

石炭 80 小幅絹織物 397 清酒 301

清酒 70 海運 378 石炭 245

非鉄金属 60 軍工廠 315 軍工廠 208

電力 57 船舶 312 製紙 190

小幅絹織物 52 広幅織物 312 官営製鉄 190

製糖 49 官営製鉄 246 印刷 186

官営製鉄 46 清酒 240 毛織物 176

原動機 29 電力 183 鋼 173

製紙 29 製紙 151 製糖 158

毛織物 28 毛織物 122 小麦粉 146

印刷 26 肥料 111 肥料 132

小麦粉 25 鋼 107 広幅絹織物 130

肥料 25 製糖 104 工業薬品 115

銑鉄 23 撚糸 101 製材 112

広幅織物 20 非鉄金属 100 非鉄金属 108

山崎広明他

 
『講座帝国

 
主義の研究

 
６』より作成



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda武田晴人「日本帝国主義の経済構造」より

‡



鉄道と電
 力の発展
 が成長の
 原動力と
 なる

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
武田晴人「日本帝国主義の経済構造」より

‡



1-3-5
 外資輸入に

 よる正貨補充

貿易の入超に
 よる正貨流失

→金融引き締
 め圧力

これを回避する
 ための

外資輸入と正貨
 補充

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」

 

東京大学出版会

 

p.110より

‡



輸入外資一覧

政府の財政負担をさけ
 るため、

①地方債発行
②電力外債

による外資導入

成長を引っ張る地方公
 共投資と

電力業は、国際収支面
 でも

デフレ圧力を緩和し、成
 長に貢献

現代日本経済史2004

安藤良雄編
「近代日本経済史要覧第

 

2版」

 

東京大学出版会

 
p.110より

‡



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

1-3-6
 

産業の組織化

激しい国際競争圧力の下で、日本の産業はこれに対抗
 するために、カルテルの結成などによる協調的な行動を

 とるようになる。
具体的には、石炭、銅、銑鉄、鋼材、セメント、綿糸、砂糖

 などでカルテル活動が展開する。
協調行動は、価格面では国際価格の強い下げ圧力の

 下で、関税障壁の有無に規定されながら、企業の利益率
 を高めるほどの効果を持たなかった。

しかし、市場機構への人為的な介入は、投機的な価格
 の変動を抑制することによって、企業に合理化の余地を

 与えた。
他方、産業の組織性の高さは、持株会社を中心とする

 財閥のコンツェルン的な発展にも結びついていく。企業間
 の関係が、競争と協調との両面を持ち、大企業が支配的
 な地位につく時代となった。



カルテルの結成

主要産業のカルテル
１８８０年

 
日本製紙連合会

１８８９年
 

大日本紡績連合会

１９１０年
 

糖業連合会

１９２０年
 

羊毛工業会、石炭連合会、水曜会（銅）

過燐酸同業会、さらし粉連合会

１９２３年
 

セメント連合会、硫酸販売組合

１９２７年
 

絹紡工業会、日本人絹連合会、鉱石会

銑鉄共同組合

１９２８年
 

砂糖配給組合

１９２９年
 

鋼材連合会

１９３０年
 

製粉販売組合、石灰窒素共販組合

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda



1-3-7
 

1920年代の経済構造
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

①対外関係

武田晴人「景気循環と経済政策」石井・原・武田編『日本経済史

 

３

 

両大戦間期』東京大学出版会、2002年



1920年代の経済構造
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

②不況局面

産業成長の不振
 

企業部門の不振

武田晴人「景気循環と経済政策」石井・原・武田編『日本経済史

 

３

 

両大戦間期』東京大学出版会、2002年



1920年代の経済構造
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

②不況局面

産業成長の不振
 

企業部門の不振

③成長の局面
武田晴人「景気循環と経済政策」石井・原・武田編『日本経済史

 

３

 

両大戦間期』東京大学出版会、2002年



1920年代の経済構造
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

制約要因としての①対外競争圧力、②高金利、③高賃金
成長要因としての④都市化＝財政投資、軍縮

武田晴人「景気循環と経済政策」石井・原・武田編『日本経済史

 

３

 

両大戦間期』東京大学出版会、2002年



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

不均衡成長

大戦中に相対的低収益部門であった電力などで
 は、電力不足が顕在化し、これを解消するため

 の積極的な電源開発や配電設備の増設が行わ
 れ、さらに、都市人口の増加に応じた都市の交

 通機関の整備や、道路・下水道等の整備など社
 会資本投資が活発化した。

そのため、実質水準で見ると、このような投資拡
 大要因のためもあって、日本経済は高い実質成
 長を記録した

が、その現実は、産業部門間の成長に著しい不
 均衡が発生した時代であったというべきものであ
 る。

つまり、電力などの新しい成長部門の登場が見
 られたとはいえ、それは、日本経済全体を好況

 に転換するほどの起動力はなかったのである。
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